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鈴鹿市スポーツ協会スポーツ振興事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、特定非営利活動法人鈴鹿市スポーツ協会（以下「本会」という。）に加盟

する競技団体が、鈴鹿市におけるスポーツ活動人口の拡大とともに、生涯スポーツの振興を図

るために行う事業に要する経費に対し、事業費の一部を交付することにより、市民が心身とも

に健全な生活を営むことができる環境づくりを促進することを目的とする。 

 

（交付の対象） 

第２条 この要綱における交付金の交付対象者は、本会に加盟する競技団体とする。 

２ 交付対象事業は、一般市民を対象にした、日常生活にスポーツ活動を取り入れるきっかけづ

くりとなる事業、又は、スポーツの基礎技術、基礎技能の習得のための事業で、次の各号のい

ずれにも該当するものとする。ただし、競技施設の整備状況や自然環境などにより、市内にお

いて事業の実施が困難と本会代表理事が特に認めるものについては、この限りでない。 

 (1) 事業の参加者数は、概ね２０人以上とする。 

 (2) 事業の開催数は、概ね年間１５回以上とする。 

 (3) 事業の実施時間は、１回、２時間程度とする。 

３ 交付対象経費は、諸謝金、会場使用料、消耗品費、通信運搬費、印刷製本費その他事業の実

施に直接必要な経費とする。 

 

（交付金の額） 

第３条 １事業当たりの交付金額は、交付対象経費の合計額に２分の１を乗じて得た額（千円未

満切捨て）とし、８万円を限度とする。 

２ １競技団体が複数の事業を行う場合、１競技団体当たりの限度額は、１０万円とする。 

３ 本会代表理事は、予算の範囲内において、前２項の補助金を交付する。 

 

（交付申請） 

第４条 交付金の交付を受けようとする競技団体は、スポーツ振興事業交付金交付申請書（第１

号様式）（以下「申請書」という。）に次に掲げる書類を添付して、本会代表理事に提出しなけ

ればならない。 

 (1) スポーツ振興事業計画書（第２号様式） 

 (2) スポーツ振興事業収支予算書（第３号様式） 

 (3) 当該年度の競技団体の総会資料（収支予算書、事業計画書。ただし、当該年度の総会が

未開催の場合は、収支予算書（案）、事業計画書（案）とし、総会終了後速やかに、収支

予算書、事業計画書を提出するものとする。） 

 (4) その他本会代表理事が必要と認める書類 
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（申請期間） 

第５条 交付金の交付申請期間は、毎年度、本会総会終了後から事務局が指定した日までとする。 

（交付の決定） 

第６条 本会代表理事は、申請書を受理したときは、本会定款第３９条の規定に基づく競技力向

上委員会に諮ってその内容を審査し、適当と認めた場合は、交付しようとする事業及び交付金

の額を決定し、申請者にスポーツ振興事業交付金決定通知書（第４号様式）により通知するも

のとする。 

 

（実績報告） 

第７条 交付金の交付を受けた競技団体は、事業終了後３０日以内に、スポーツ振興事業実施報

告書（第５号様式）に次に掲げる書類を添付して、本会代表理事に提出しなければならない。 

 (1) スポーツ振興事業実施書（第６号様式） 

 (2) スポーツ振興事業収支決算書（第７号様式） 

 (3) スポーツ振興事業参加者名簿（第８号様式） 

 (4) その他本会代表理事が必要と認める書類 

 

（交付金の清算） 

第８条 交付金の交付を受けた競技団体は、第３条第１項の規定に基づいて決算額から算出して

得た交付金額と交付を受けた交付金額とを比較し、決算額から算出して得た交付金額が交付を

受けた交付金額を下回った場合はその差額を清算するものとし、前条で規定する期間内に、ス

ポーツ振興事業交付金清算書（第９号様式）に差額分を添えて、本会代表理事に返還しなけれ

ばならない。 

 

 

  附 則 

この要綱は、平成 22年５月 1日から施行する。 

 

 附 則 

この要綱は、平成 23年７月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成 30年 12月 14日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

 附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 


